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会社と事業案内① － 会社概要

会社名：株式会社多言語システム研究所（略称：MSR）

代表者：金万哲（キムマンチョル）

設立年月：2006年11月

社員数：38名（グループ全体）

事業内容：①SI事業

②IT教育事業

受講者数：1500名以上のエンジニアを育成（2021年6月まで）

代表者及び会社沿革

・（代表者）1992年、中国・吉林大学機械工学部卒

1991年、大学3年の時、自習でプログラマー資格取得

・1997年9月、日本外国語専門学校の留学生として来日

・1998年1月、東洋エンジニアリング（株）等でITエンジニアとして勤務

・2006年11月、株式会社多言語システム研究所を設立

主に大規模システムの性能改善サービス（パフォーマンスチューニング）を展開

・2009年、厚労省「緊急人材育成・就職支援基金」による基金訓練IT教育を開始

・2013年、厚労省「成長分野等人材育成支援事業」のIT教育訓練を開始

・2017年、厚労省「人材開発支援助成金」のIT教育訓練を開始

・2020年、厚労省「雇用調整助成金」のIT教育訓練を開始

・2021年、（独）中小企業基盤整備機構「IT導入補助金」の認定支援業者

長年補助金政策
を研究し、企業と
ウィンウィンにな
れる事業を展開
している企業

長年補助金政策
を研究し、企業と
ウィンウィンにな
れる事業を展開
している企業
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会社と事業案内② － IT教育事業
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政府からもらえるお金

我々も利用できる助成金・補助金・交付金（以下補助金と言う）
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政府からもらえるお金①助成金・補助金・交付金の違い

助成金 補助金 交付金

主な目的 雇用や職場安定支援 売上維持と拡大支援 国と地方の特別目的補助
金

主な方向 就職時から安定就業、退
職延長に至るまで頑張る
企業を支援

国が定める発展目標に合
う事業計画のうち審査で
OKなら支援を受けられる

人口減りや人材流出の多
い地方の人材確保・雇用
促進・資源活用につなが
る事業に出す国から地方
に渡す補助金

もらえる金額 基本は1人からだが自社
規定変更だけでOKのも
あり

プロジェクト単位、事業に
実際かかった経費の一部

プロジェクト単位、事業に
実際かかった経費の一部
+融資が簡単に付いてくる

報告義務 基本は無 あり あり

申請資格 自社だけでも可能 認定支援機関からの認定
をもらう必要がある場合
あり

地方での法人登録+役所
からの推薦が必要な場合
あり

最大金額規模 中(無制限のもあり) 上限あり 国＋地方で補助金より高
額も可能になる場合あり

主に必要書類 雇用に関連する書類 事業計画に関する書類 事業計画に関する書類と
地方役所の推薦書
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政府からもらえるお金②なんで毎年申請できる？

雇用保険料 法人税（関連）

雇用保険
積立金

国税 地方税

助成金
厚労省

助成金・補助金
経済産業省等

助成金・補助金・
交付金
地方

企業

国 地方

全国共通

国債

歳入 歳入

予算配分予算配分雇用保険二事業

歳入

A:毎年歳入があり、予算配分されるので各種補助金が消えることはなく、
必ず存在する
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いま申請可能な典型的補助金

まだ間に合う
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いま申請可能な典型的補助金概要

カテゴリー 名称 最大
補助率

最大
金額

創業から5年未満 創業助成事業 2/3 300万

若手・女性リーダー応援プログラム助成事業 3/4 730万

雇用安定、職場改善 キャリアアップ助成金 1名72万 724万

雇用安定助成金 100% 上限無

テレワーク助成金 2/3 150万

人材開発支援助成金 60％ 1000万

IT導入補助金 2/3 450万

新ビジネス支援 事業再構築補助金 2/3 6000万

TOKYO地域資源等活用推進事業 4/5 1500万

TOKYO戦略的イノベーション促進事業 2/3 8000万

地域再生経済振興 地域経済循環創造事業交付金
（ローカル10000プロジェクト）

10/10 5000万
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①創業助成事業

①公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下「公社」という。）
が実施する、ＴＯＫＹＯ創業ステーション「プランコンサルティング」
又は TOKYO 創業ステーション TAMA「プランコンサルティング」
による事業計画書策定支援を終了し、過去３か年の期間内にそ
の証明を受けた方

③公社が実施する、「事業可能性評価事業」において、当年度、
またはその前年度以前の過去３か年度の期間内に「事業の可能
性あり」と評価され、継続的支援を受けている方

④公社が実施する、「進め！若手商人育成事業」における「商店
街開業プログラム（商店街起業促進サポート）」を当年度、または
前年度以前の過去３か年度の期間内に受講修了した方

⑧青山スタートアップアクセラレーションセンターにおいて、アクセ
ラレーションプログラムを受講している方、または以前に受講して
いた方

⑪東京都が実施する、「東京都女性ベンチャー成長促進事業（Ａ
ＰＴＷｏｍｅｎ）」において、国内プログラム（アクセラレーションプロ
グラム）を受講している方、または以前に受講していた方

⑫東京都が実施する、「女性・若者・シニア創業サポート事業」に

おいて、取扱金融機関から当該事業に係る融資を受け、その証
明を受けた方

⑬東京都中小企業制度融資（創業融資）を利用している方

留意点
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②若手・女性リーダー応援プログラム助成事業

商店街の会
員になる必
要の場合が

ある
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③キャリアアップ助成金
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④雇用安定助成金

毎月企業への助成最大額
従業員20名休業+研修参加の場合
20名*（15,000円/日＋2,400円）*21日＝730.8万円

売上減少要
件があります。
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⑤テレワーク助成金

１，助成事業の実施期間（支給決定日から３
か月以内）にテレワーク環境が整備され、テ
レワーク実施対象者全員がテレワーク勤務
を６回以上実施できるように策定してくださ
い。
2，物品購入費等（パソコン、タブレット等）
※税込単価１,０００円以上１０万円未満に限
る

留意点
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⑥人材開発支援助成金

１、労働者が対象訓
練を受講できる回数
は、年間職業能力開
発計画期間内に３回
までです。
２，１事業所が１年
度に受給できる限度
額は、特定訓練コー
スを含む場合は
1,000万円

留意点
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⑦IT導入補助金

１、低感染リスク型ビ
ジネス枠C類型に合う
ITツールを選ぶこと。
２，IT導入支援事業者
と緊密行動が必要

留意点
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⑧事業再構築補助金-1

１、申請時期
来年も続く可能性があるので急が
ずしっかりした事業計画で申請
２、資金
資金調達に自信がない場合は①緊
急事態宣言特別枠を選ぶことも良
い

留意点
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⑧事業再構築補助金-1

予算は1.5兆円
第1回採択額
は約2千億
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⑨TOKYO地域資源等活用推進事業

１、申請エントリー期限
7月末までなので登録だけでもしておいたほうが良い
２、助成対象
助成対象２はもっと高額補助金が利用可能

留意点
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⑩TOKYO戦略的イノベーション促進事業-1

１、申請予約期限
8月6日までなので登録だけでもしておいたほうが良い
２、アライアンスが必要
自社になくてもアライアンスを組むことで実現できる場合あり

留意点

事業再構築補助金よ
り補助が高く、前提
条件も緩いが・・・
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⑩TOKYO戦略的イノベーション促進事業-2

東京都の補助金の多くがこの
“東京都長期ビジョン”に合う事
業計画を進める必要がある。
参考資料“東京都イノベーショ
ンマップ.pdf”を参考

留意点
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⑪地域経済循環創造事業交付金（ローカル10,000プロジェクト）-1
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⑪地域経済循環創造事業交付金（ローカル10,000プロジェクト）-2

このプロジェク
トの推薦対象
になりやすい

まち・ひと・しご
と創生基本方
針2021
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補助金申請要領
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①近い将来の補助金の方向性を把握する

前もって財務
諸表、事業計
画の準備が可

能
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②事業再構築補助金-主な申請要件

再構築＆構造転換を実現
できるか

影響を受けてないか小さけ
れば対象外

10％要件を満たさない場合
直近から近未来の売上調
整は可能か？

自力で事業計画が作
成可能なら融資に協力
的な金融機関にチェッ
クと認定書を発行して
もらう

事業計画の必須項目
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②事業再構築補助金-用語説明

《業種》とは：売上高構成比率の最も高い事業
が属する、総務省が定める日本標準産業分類
に基づく大分類の産業、下記のAからTのいず
れかを言う

《事業》とは：売上高構成比率の最も高い事業
が属する、総務省が定める日本標準産業分類
に基づく中分類、小分類又は細分類の産業を
いう



Page 28© 2021 Multilanguage System  Research Corporation

②事業再構築補助金-事業再構築とは

類型

主たる
業種・事業の
変更有無

製品等の
新規性要件
（7要件）

市場の
新規性要件
（2要件+1）

製造方法の
新規性要件
（7要件）

設備撤去または
デジタル活用有無

売上高要件

業種 事業
自社にとって
新規である

自社にとって
新市場

自社に取って
新方法

3～5年後の売上
高変化

新分野展開
業種・事業を変えず、
＜新製品＞*１などを新市場に投入

無 無 必須 必須 - -

新製品売上高
が総売上高の
10％以上

事業転換
主な事業を転換
（その事業で＜新製品＞*1投入） 無 あり 必須 必須 - -

新製品の属す
る事業が売り
上げ構成比最
大

業種転換
主な業種を転換
（その業種で＜新製品＞*1投入）

あり あり 必須 必須 - -

新製品の属す
る事業が売り
上げ構成比最
大

業態転換
事業・業種・市場を変えず、
＜新製造方法＞*2へ転換

無 無
製造業のみ
必須

- 必須 非製造業のみ必須

新製造方法に
よる製品売上
高が総売上高
の10％以上

事業再編
会社法上の組織再編かつ
上記４事業活動

上記、4事業活動のいずれかを満たすか複数満たす

*１，＜新製品＞とは事業により製造する製品又は提供する商品もしくはサービスである

*２，＜新製造方法＞とは事業による新たな製品の製造方法又は新たな商品若しくはサービスの提供方法
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②事業再構築補助金-審査項目-1

（１）補助対象事業としての適格性
補助対象事業の要件を満たすか。補助事業終了後３～５年計画

で「付加価値額」年率平均３.0％以上の増加等を達成する取組み
であるか。
（２）事業化点
① 本事業の目的に沿った事業実施のための体制（人材、事務処理
能力等）や最近の財務状況等から、補助事業を適切に遂行できる
と期待できるか。また、金融機関等からの十分な資金の調達が見
込めるか。
② 事業化に向けて、競合他社の動向を把握すること等を通じて市
場ニーズを考慮するとともに、補助事業の成果の事業化が寄与す
るユーザー、マーケット及び市場規模が明確か。市場ニーズの有
無を検証できているか。
③ 補助事業の成果が価格的・性能的に優位性や収益性を有し、か
つ、事業化に至るまでの遂行方法及びスケジュールが妥当か。補
助事業の課題が明確になっており、その課題の解決方法が明確か
つ妥当か。
④ 補助事業として費用対効果（補助金の投入額に対して増額が想
定される付加価値額の規模、生産性の向上、その実現性等）が高
いか。その際、現在の自社の人材、技術・ノウハウ等の強みを活
用することや既存事業とのシナジー効果が期待されること等によ
り、効果的な取組となっているか。

事業計画に反映しないとい
けない
事業計画に反映しないとい
けない

事業計画で権威のある数
字で説得すべき、推測に基
づいた“だろう”ばかりでは
駄目

事業計画で権威のある数
字で説得すべき、推測に基
づいた“だろう”ばかりでは
駄目

事業計画で過大評価など
は避け、わかりやすくする
事

事業計画で過大評価など
は避け、わかりやすくする
事

事業計画で自社の強みを
発揮でき、不必要なコスト
増やリスク回避が何より大
事

事業計画で自社の強みを
発揮でき、不必要なコスト
増やリスク回避が何より大
事
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②事業再構築補助金-審査項目-2

（３）再構築点
① 事業再構築指針に沿った取組みであるか。また、全く異なる業種への転
換など、リスクの高い、思い切った大胆な事業の再構築を行うものである
か。
② 既存事業における売上の減少が著しいなど、新型コロナウイルスの影響
で深刻な被害が生じており、事業再構築を行う必要性や緊要性が高いか。
③ 市場ニーズや自社の強みを踏まえ、「選択と集中」を戦略的に組み合わ
せ、リソースの最適化を図る取組であるか。
④ 先端的なデジタル技術の活用、新しいビジネスモデルの構築等を通じて、
地域のイノベーションに貢献し得る事業か。
（４）政策点
① 先端的なデジタル技術の活用、低炭素技術の活用、経済社会にとって特
に重要な技術の活用等を通じて、我が国の経済成長を牽引し得るか。
② 新型コロナウイルスが事業環境に与える影響を乗り越えてV字回復を達
成するために有効な投資内容となっているか。
③ ニッチ分野において、適切なマーケティング、独自性の高い製品・サー
ビス開発、厳格な品質管理などにより差別化を行い、グローバル市場でも
トップの地位を築く潜在性を有しているか。
④ 地域の特性を活かして高い付加価値を創出し、地域の事業者等に対する
経済的波及効果を及ぼすことにより雇用の創出や地域の経済成長を牽引す
る事業となることが期待できるか。
⑤ 異なるサービスを提供する事業者が共通のプラットフォームを構築して
サービスを提供するような場合など、単独では解決が難しい課題について
複数の事業者が連携して取組むことにより、高い生産性向上が期待できる
か。また、異なる強みを持つ複数の企業等（大学等を含む）が共同体を構
成して製品開発を行うなど、経済的波及効果が期待できるか。

基本は新市場開拓が評価
される
基本は新市場開拓が評価
される

会社の危機感や再構築の
必要性を数字で説明する
べき

会社の危機感や再構築の
必要性を数字で説明する
べき

東京都のイノベーションマッ
プ等を参考にすべき
東京都のイノベーションマッ
プ等を参考にすべき

政策点のほとんどが中小
企業を相手に求めてない、
但し合えば尚良

政策点のほとんどが中小
企業を相手に求めてない、
但し合えば尚良
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わが社が廃校を活用し補助金申
請しようとした実例

③ローカル10000プロジェクト事例

このプロジェクトは伸び
に伸びてコロナー事態
で中止となりました。
残念でしたが・・・
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千葉県匝瑳市立小学校 写真

校庭 校舎 周囲

職員室図書室多目的スペース

普通教室 理科教室 図工教室
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所属会社A

所属会社B

所属会社C

・
・
・

顧客の
現場へ

教育
依頼

厚生労働省
教育助成金利用可能

AI日本語
学院
コース

AI人材
バンク
コース

AI在職
大学院生
コース

AI遊学
コース

匝瑳市での

集中教育

派遣顧客A

派遣顧客B

派遣顧客N

受注顧客A

・
・
・

・
・
・

受注顧客N

今回の新事業
最先端技術の拠点(AI研究所)の設立

中国の
大学生

日本の
大学生・社会人＋

採用

③ローカル10000プロジェクト（事例：廃校を活用し地方創生）
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1 2

4 3

•専門知識を持つ優秀なAI技術者の育成
•年間4回開講、1コース6ヶ月

•3年後年間育成目標：320名

AI人材
バンクコース

AI日本語
学院コース

AI遊学
コース

AI在職
大学院生
コース

•海外の優秀な大学生を対象にAI技術と
日本語力の強化を同時に実施
•年間4回開講、1コース9ヶ月

•3年後年間育成目標：120名

•学生や企業管理層向けの最先端技術
入門短期研修
•月4回1週間コース、年間48回

•3年後年間育成目標：1000名

•AI技術はもちろん、更なる学位の修得を
目指したい方を育成
•年間2回開講、1コース１年

•3年後年間育成目標：60名

3年後は年間1500名育成

③ローカル10000プロジェクト（事例：廃校を活用し地方創生）
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③ローカル10000プロジェクト（事例：廃校を活用し地方創生）

匝瑳市事業
審査項目１
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③ローカル10000プロジェクト（事例：廃校を活用し地方創生）

匝瑳市事業
審査項目2
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③ローカル10000プロジェクト（事例：廃校を活用し地方創生）

わが社が提
出し、匝瑳市
が期待してた
地方創生効

果
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③ローカル10000プロジェクト（事例：廃校を活用し地方創生）

返納義務のない補助金5,500万円～7,000万円
匝瑳市が申請を支援

総務省：ローカル1 0 , 0 0 0 プロジェクト

目的：地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の
大きい地域密着型企業を全国各地で立ち上げる
上限金額：2,500万円，場合によっては4,000万円

総務省：ローカル1 0 , 0 0 0 プロジェクト

目的：地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の
大きい地域密着型企業を全国各地で立ち上げる
上限金額：2,500万円，場合によっては4,000万円

国と匝瑳市折半：地方創生推進交付金

目的：地域再生法に基づく事業として、複数年度に
わたる事業が可能
上限金額：2,000円

国と匝瑳市折半：地方創生推進交付金

目的：地域再生法に基づく事業として、複数年度に
わたる事業が可能
上限金額：2,000円

千葉県：地方創生推進交付金

開始時期：2019年4月以降に開始する事業
上限金額：1,000円

千葉県：地方創生推進交付金

開始時期：2019年4月以降に開始する事業
上限金額：1,000円

利用できる補助金、雇用奨励
策、融資支援など多数あり

①補助金対象
②無利子～低利子融資

匝瑳市・地方金融機関が支援

学生寮
（200名～400名）

講師寮

学生寮
（200名～400名）

講師寮

食堂
（同時に200名）

食堂
（同時に200名）

空き家改造空き家改造 建設建設

匝瑳市・文部科学省が支援

廃校を活用した研修センター・AI研究所
事業宣伝

廃校を活用した研修センター・AI研究所
事業宣伝

補助金は匝瑳
市が申請する
との提案が
あった
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参考資料は以下からダウンロード可能です。

補助金セミナー情報

https://e-msr.co.jp/seminar/
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（株）多言語システム研究所

ご視聴いただき、ありがとうございました。


